
【Web資料Ⅲ-④ 就業規則の法的性質・不利益変更に関する最高裁判決】 

 

秋北バス事件・最大判昭和 43年 12月 25日 

「元来、『労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場において決定すべきものである』（労働基準法２条１項）が、

多数の労働者を使用する近代企業においては、労働条件は、経営上の要請に基づき、統一的かつ画一的に決定され、労

働者は、経営主体が定める契約内容の定型に従って、附従的に契約を締結せざるを得ない立場に立たされるのが実情で

あり、この労働条件を定型的に定めた就業規則は、一種の社会的規範としての性質を有するだけでなく、それが合理的

な労働条件を定めているものであるかぎり、経営主体と労働者との間の労働条件は、その就業規則によるという事実た

る慣習が成立しているものとして、その法的規範性が認められるに至っている（民法 92条参照）ものということができ

る。（略）右に説示したように、就業規則は、当該事業場内での社会的規範たるにとどまらず、法的規範としての性質を

認められるに至っているものと解すべきであるから、当該事業場の労働者は、就業規則の存在および内容を現実に知っ

ていると否とにかかわらず、また、これに対して個別的に同意を与えたかどうかを問わず、当然に、その適用を受ける

ものというべきである。」 

「就業規則は、経営主体が一方的に作成し、かつ、これを変更することができることになつているが、既存の労働契

約との関係について、新たに労働者に不利益な労働条件を一方的に課するような就業規則の作成又は変更が許されるで

あろうか、が次の問題である。新たな就業規則の作成又は変更によって、既得の権利を奪い、労働者に不利益な労働条

件を一方的に課することは、原則として、許されないと解すべきであるが、労働条件の集合的処理、特にその統一的か

つ画一的な決定を建前とする就業規則の性質からいって、当該規則条項が合理的なものである限り、個々の労働者にお

いて、これに同意しないことを理由として、その適用を拒否することは許されないと解すべきであり、これに対する不

服は、団体交渉等の正当な手続による改善に待つほかない。」 

 

第四銀行事件・最 2小判平成 9年 2月 28日 

「新たな就業規則の作成又は変更によって労働者の既得の権利を奪い、労働者に不利益な労働条件を一方的に課する

ことは、原則として許されないが、労働条件の集合的処理、特にその統一的かつ画一的な決定を建前とする就業規則の

性質からいって、当該規則条項が合理的なものである限り、個々の労働者において、これに同意しないことを理由とし

て、その適用を拒むことは許されない。そして、右にいう当該規則条項が合理的なものであるとは、当該就業規則の作

成又は変更が、その必要性及び内容の両面からみて、それによって労働者が被ることになる不利益の程度を考慮しても、

なお当該労使関係における当該条項の法的規範性を是認することができるだけの合理性を有するものであることをいい、

特に、賃金、退職金など労働者にとって重要な権利、労働条件に関し実質的な不利益を及ぼす就業規則の作成又は変更

については、当該条項が、そのような不利益を労働者に法的に受忍させることを許容することができるだけの高度の必

要性に基づいた合理的な内容のものである場合において、その効力を生ずるものというべきである。右の合理性の有無

は、具体的には、就業規則の変更によって労働者が被る不利益の程度、使用者側の変更の必要性の内容･程度、変更後の

就業規則の内容自体の相当性、代償措置その他関連する他の労働条件の改善状況、労働組合等との交渉の経緯、他の労

働組合又は他の従業員の対応、同種事項に関する我が国社会における一般的状況等を総合考慮して判断すべきである。」 

 

電電公社帯広局事件・最 1小判昭和 61年 3月 13日 

 「（略）労働条件を定型的に定めた就業規則は、一種の社会的規範としての性質を有するだけでなく、その定めが合理

的なものであるかぎり、個別的労働契約における労働条件の決定は、その就業規則によるという事実たる慣習が成立し

ているものとして、法的規範としての性質を認められるに至っており、当該事業場の労働者は、就業規則の存在及び内

容を現実に知っていると否とにかかわらず、また、これに対して個別的に同意を与えたかどうかを問わず、当然にその

適用を受けるというべきであるから（最高裁昭和四〇年（オ）第一四五号同昭和四三年一二月二五日大法廷判決・民集

二二巻一三号三四五九頁）、使用者が当該具体的労働契約上いかなる事項について業務命令を発することができるかとい

う点についても、関連する就業規則の規定内容が合理的なものであるかぎりにおいてそれが当該労働契約の内容となっ

ているということを前提として検討すべきこととなる。換言すれば、就業規則が労働者に対し、一定の事項につき使用

者の業務命令に服従すべき旨を定めているときは、そのような就業規則の規定内容が合理的なものであるかぎりにおい

て当該具体的労働契約の内容をなしているものということができる。」 

 - 1 -


